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1 事業の目的
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2 令和３年度（2021年度）に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績
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令和４年度（2022年度）行政評価シート【個表】

評価対象事業 評価者 保育課長 鈴木　智大

こども-12
私立保育所等助成事業

自治事務 主管課 保育課

法定受託事務 関連課

総合計画上
の位置付け 分野 子育て 施策の方針 子育て家庭への支援

両親が働いていたり病気のため、家庭で保育できない就学前児童

市内在住の児童が通う私立保育所等に対し補助を行い、施設経営の健全化を図るとともに、両親が働いていたり病
気のため、家庭で保育できない就学前児童の保育を行うため。
私立保育所等に通う児童の処遇向上及び施設経営の健全化等を図るとともに、待機児童対策に取り組むことができ
る。

・私立保育所等に対する支援として、民間保育所特別経常費補助金及び保育緊急対策事業費補助金を交付した。
・障害児の保育に対する障害児保育推進特別対策事業費補助金を交付した。
・職員の雇用、入所児童の処遇改善等に対する民間保育所等運営改善費補助金を交付した。
・届出保育施設に入所している児童の保育に要する経費に対する補助金を交付した。
・私立保育所等の事業者が保育士用の宿舎を借り上げる費用の一部及び小規模保育施設との連携に要する費用の一部に対して補
助金を交付した。
・前年度からの繰越分を含め、私立保育所等が行う新型コロナウイルス感染拡大防止に係る費用の一部に対する補助金を交付した。
・私立保育所等に対して、職員のキャリアアップに資する研修に参加する際の代替保育士の雇用経費の一部に対して補助金を交付し
た。
・保育の必要性の認定をうけた児童が特定子ども・子育て支援施設等の確認をうけた施設を利用する場合に負担する費用について、
幼児教育・保育の無償化を実施した。
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事務事業
実施した主な事業

（主な経費等）
指標（単位）

令和３年度 令和４年度
達成度指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

補助金事務 補助金の執行に係る
事務 -

24,390 11,932 72,860

保育緊急対策事業費
助成事業

保育緊急対策事業費
補助金 -

22,710 29,167 26,215

障害児保育助成事業 障害児保育推進事業
費補助金

対象人数（人） 48 33 33（人）
145.5%

29,707 23,772 37,428

民間保育所等運営改
善費助成事業

民間保育所等運営改
善費補助金

対象施設数（園） 31 28 28（園）
110.7%

382,746 396,876 389,477

届出保育施設運営改
善費助成事業

届出保育施設運営改善
費補助金 -

517 1,022 1,448

私立保育所等宿舎借
り上げ事業等

保育対策総合支援事業
補助金（保育士宿舎借り
上げ事業）

対象人数（人） 80 101 101（人）
79.2%

47,678 78,727 140,316

連携保育施設助成事
業

保育対策総合支援事業
補助金（サテライト型小規
模保育事業費）

卒園後の受入人数枠
（人）

4 18 18（人）
22.2%

13,317 13,647 13,647

研修代替保育士等助
成事業

保育エキスパート等研修
代替保育士雇用費補助
金

代替保育士配置日数
（日）

186 642 642（日）
29.0%

1,518 5,258 5,332

幼児教育無償化扶助
費（認可外）

認可外保育施設の利用
料の一部無償化 -

26,092 37,740 53,280

 一般事務経費 PCR検査キット購入
費、超過勤務手当

-

財源
内訳

国県支出金 94,584 99,323

6,395

5114 0 0

人件費　（千円）

223,333

地方債

その他特定財源 1,264 1,264

一般財源 460,095 497554 510,275

事業費の合計　（千円） 555,943 598,141 740,003

7,587 7,686



4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

5 評価結果

(１) 最小事業評価
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

0.0 0.0

1.0 1.0正規職員等 1.0
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事務事業
指標分析の推移、
目標未達の理由

上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点

会計年度任用職員 0.0

補助金事務 単年度補助を含む事業であり、指標
を設定することがなじまないため、指
標は設定しなかった。

私立保育所等の施設経営の健全化
が図られることにより、安心して子育
てができる環境が維持されることか
ら、多様化・複雑化する子育てニー
ズへの対策が充実することに寄与す
る。

保育緊急対策事業費
助成事業

児童数や保護者、施設の状況によっ
て執行が変動する事務であることか
ら、一律に目標を設定し、評価する
にはなじまない事業が多いため、指
標は設定しなかった。

低年齢児の受け入れ促進や、要保
護児童受入体制を整備すること等に
より、多様化・複雑化する子育て
ニーズへの対策が充実することに寄
与する。

障害児保育助成事業 障害児を受け入れた保育所に対す
る保育士の雇用経費の補助金の対
象人数は目標値を上回り、障害児の
さらなる処遇向上に寄与した。

障害児のさらなる処遇向上につなが
り、多様化・複雑化する子育てニー
ズへの対策が充実することに寄与す
る。

民間保育所等運営改
善費助成事業

補助金を利用した園数が目標値を
上回り、入所児童や職員の処遇向
上と施設経営の健全化等に寄与す
ることができた。

私立保育所等の施設経営の健全化
が図られることにより、入所児童の
増及び待機児童が減少するとともに
安心して子育てができる環境が維持
されることから多様化・複雑化する子
育てニーズへの対策が充実すること
に寄与する。

待機児童解消、保育士等の処遇改善等
がより推進するよう仕組みを構築していく
必要がある。

届出保育施設運営改
善費助成事業

認可外保育施設における判断で必
要な検診・検査を実施する補助金で
あることから、評価するにはなじまな
い事業が多いと判断し、指標は設定
しなかった。

認可外（届出）保育施設においても
施設経営の健全化が図られることに
より、安心して子育てができる環境
が維持されることから多様化・複雑
化する子育てニーズへの対策が充
実することに寄与する。

私立保育所等宿舎借
り上げ事業等

補助金の対象となる保育士の数が
想定より少なかったため、目標値を
下回った。

私立保育所等において保育士の確保が
図られることにより、入所児童の増及び待
機児童が減少するとともに安心して子育て
ができる環境が維持されることから、多様
化・複雑化する子育てニーズへの対策が
充実することに寄与する。

今後も市内の保育施設に保育士を積極
的に誘導する枠組みの構築を検討してい
く必要がある。

連携保育施設助成事
業

小規模保育事業者等に通う児童の
卒園後の受け入れ先の受入人数枠
が想定より少なかったため、目標値
を下回った。

私立保育所等と小規模保育事業者等と連
携が図られることにより、小規模保育事業
卒園後の受け皿が整備され、入所児童の
増及び待機児童が減少するとともに安心
して子育てができる環境が維持されること
から、多様化・複雑化する子育てニーズへ
の対策が充実することに寄与する。

研修代替保育士等助
成事業

保育士等が研修に参加するに当た
り保育所等が雇用する代替保育士
が想定より少なかったため、目標値
を下回った。

私立保育所等の保育士等が研修に
多く参加することで、保育の質の向
上が図られ、安心して子育てができ
る環境が維持されることから、多様
化・複雑化する子育てニーズへの対
策が充実することに寄与する。

幼児教育無償化扶助
費（認可外）

保護者に対して法定の扶助を行う事
業であり、指標を設定することはなじ
まないため、指標を設定しなかった。

経済的な負担の軽減により、第２子
以降の出産等に希望が持てること
で、出生率の改善に繋がることか
ら、多様化・複雑化する子育てニー
ズへの対策が充実することに寄与す
る。

 一般事務経費



(２) 視点別評価

(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

□ ■ □ □ □

【参考】

◎事業実施に係る主な指標

◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

効率性

事業費の削減余地はないか 1　事業費の削減余地はない

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 3　外部化ができる事業はない

関連・類似する事業の統合はできないか 3　統合できる事業はない

妥当性
各事業の実施に対する市民ニーズはあるか 1　市民ニーズは変わらずにある

民間によるサービスで代替できる事業はないか 3　民間によるサービスで代替できる事業はない

有効性 事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 1　目的達成のために適切な手段（最小事業）である

公平性 受益者負担は公正・公平か △.負担未導入 △-3　受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

協働 市民等と協働して事業を展開しているか △.協働未実施

△-9　実施が義務付けられており（法定受託事務等）、実施事業に協働はなじまない

協働実施済の場合のパートナー

【今後の方針】 拡充 改善・変更 現状維持 縮小 休止・廃止

私立保育所等に対して運営費等への補助を行うことにより、経営の安定化及び健全化を図ることができた。また、一
部補助金において、現状の保育士単価をもとに補助単価を改定したほか、より補助対象を明確にするため、補助金
の組み替えを行った。

指標（単位） 障害児保育推進事業費補助金対象人数（人） 単位 人
指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

障害児を受け入れた保育所に対し、保育士の雇
用経費の一部を補助することで、障害児のさらな
る処遇向上につながることから、より多くの障害
児を受け入れることができているかの判断を行う
ため、当該補助金の対象人数を指標とした。

目標値 - 33 33 33 33 33

実績値 36 48

達成率 145.5%

指標（単位） 保育対策総合支援事業補助金（保育士宿舎借り上げ事業）対象人数（人） 単位 人
指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

私立保育所等の事業者が、常勤の保育士用の
宿舎を借り上げる必要の一部を補助することで、
保育士確保に寄与しているかを判断するため、
当該補助金の対象人数を指標とした。

目標値 - 101 101 101 101 101

実績値 85 80

達成率 79.2%   

比較事項 待機児童数（令和4年４月１日）

団体名 鎌倉市 藤沢市 茅ヶ崎市 平塚市 三浦市 横浜市 川崎市 横須賀市

他市実績
15人 0人 22人 0人 0人 11人 0人 9人

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

他市に比べ待機児童数が多く、引き続き待機児童の減少に努める必要がある。


